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1 .はじめに

地震国日本においては，今後，東南海・南海地震，東

海地震などの発生の危険性が指摘されており，数 10万

規模での大量の住宅喪失世帯の発生が見込まれている．

大量の住宅喪失世帯に対して，阪神・淡路大震災で主流

であった応急仮設住宅の供給による対応には，建設用地

が大量に不足すること I），さらに供給限界を大きく上回

ること 2）などの問題があるー

応急仮設住宅は，災害救助法 23条に基づき，都道府

県がこれを供給することとなっている．都道府県 ・市町

村では，災害発生時にスムーズな対応が出来るように，

事前に準備体制を整えている．事前の準備として，地震

被害想定などの結果に基づき，仮設住宅の需要想定を行

い，これに対応する供給体制等を整備しているわ．池田

らは，災害後の住宅復興を避難期，応急住宅期，恒久住

宅期と 3期に分け対策需要を推計しており，その中で，

応急仮設住宅需要は， 「地震発生 lヵ月後から l年後」

の i時期で推計している 4）.静岡県の住宅復興対策需要

の事前推計における応急仮設住宅需要の推計も同様であ

る 5）.しかし，実際の仮設住宅の募集は， 1ヶ月から何

ヶ月かにわたり，数回に分けて行われるもので，また，

立地条件がことなるものが提示され，計画上の需要推計

と実際の需要には差が生じる．

応急仮設住宅の供給対象は，住宅喪失世帯のうち自力

で住宅を取得できない世帯とされている．しかし，現実

的には，この判断を短期間に行うのは困難であり，阪

神・淡路大震災では，希望世帯の殆ど全てを自力の住宅

取得ができないと見なし，高齢者世帯などから順に入居

させる方法が取られた．しかしながらその方式では，あ

る程度の補助があれば自力再建可能なものにまで， 300万

円以上のコストがかかる応急仮設住宅を供給する必要が

でてくる．その意味で，仮設住宅供給において被災住民

の自力再建可能性を的確に評価して建設需要を決定する

ことが必要になる．自力再建可能性の評価は，応急住宅

のための家賃補助制度導入など，新たな被災住宅支援施

策の検討の目安となる．

以上の視点より，本研究は，新たな被災住宅支援施策

の導入に関する基礎研究として，アンケート調査から仮

設住宅希望の時期・立地条件による動態を明らかにする

ことと，統計的解析に基づき仮設住宅希望と諸条件（世

帯属性，他の災害後住宅再建希望など）の関係性を分析

することを目的とする．

2.調査概要

I）調査名称：防災まちづくりに関するアンケート調査(I)

2）調査体制 ：
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調査主体慶膳義塾大学湘南藤沢キャンパス

都市防災研究室

調査協力 藤沢市都市計画課，辻堂地区 ll自治会



3）調査対象地区：神奈川県藤沢市辻堂地区

4）調査時期：

平成 14年 il丹 11日に調査票を配布．以降，郵送によ

る回収期間を 1ヶ月間設けた．

5）調査内容ー

アンケート回答者の住まいの形式に応じて 3種類の回

答用紙（戸建て住宅用，分譲マンション用，賃貸住宅

用）を用意した．設問内容は以下の通りである．

－回答者属性

世帯，現在の住宅，災害意識に関する設問

．災害後の住宅再建希望

避難先，仮設住宅，恒久住宅再建に関する設問

6）調査方法：層化抽出留め置き，郵送回収

辻堂地区の ll自治会の組ごとに l世帯抽出，計 511世
帯に配布した．

7）回収状況 ：

回収状況は，配布511票，回収293票で，回収率は

57. 34%であった．回収票の内訳は，戸建住宅258票で，
分譲マンションは7票，賃貸住宅は28票であった．

3.回答者属性の概要

－世帯

世帯主職業では無職と答えた人が 4割近くを占め，会

社員等が 3割強であった．世帯主は高齢の人が多く，平

均値は 63歳であった．世帯人数は，単身世帯が 2割， 2
人世帯が 2割強， 3～4人の世帯が 3割強， 5人以上の世

帯が2割であった．

－住宅

住宅は戸建住宅が 9割近くを占め，賃貸住宅が l割で

ある．戸建住宅の場合，敷地面積の平均値は約 300rriで，
平均延べ床面積が 141ばであった．住宅の構造は 81%が
木造であり，鉄筋コンクリート造は極めて少ない 住宅

の建築年数（以下「建齢」と記す）は， 10年以下から 41
年以上まで比較的に均等に分布している

－災害意識

現在の住宅の建替希望年数は， 20年後という回答が最

も多く，平均値も 21年後であった．大多数の人が大地震

の発生を心配しており， 「大変心配」という回答は，

37%である 耐震診断は，藤沢市に無料で耐震診断を行

う制度があるが，実施した人，実施予定の人の割合は少

なく，大多数は当分行う予定は無いとしている．補修・

建替え時の地震対策について無関心という訳ではなく，

今後の増改築などで構造の耐震補強，火災対策を行いた

いという意図は見られた．

4. 仮設住宅以外の住宅再建希望について

( 1）概要

・避難先の希望

地震で自宅が全壊，全焼したと仮定した時の， 地震直

後の住まいは，図 iに示すように，学校や体育館等の避

難所が約半数である．残りの半数は，親戚，友人の世話

になるなど他の手段を考えている．この項目を以下「避難

先」と記す．

－仮設住宅と補助金の選択希望

仮設住宅に入居せずに自力で恒久住宅を再建する可能性

を探る目的で，図2に示すように災害後3ヵ月の時点で仮

-280 -

地主韓外で賃貸住宅

図 1避難先の希望内訳

012 仮設住宅を希望しても入居までに 3ヶ月待つという条件

で1 次の2つの選択枝のいずれを希望しますか

1仮設住宅を希望する

2仮設住宅に相当する補助金を受けて住まいを調達する

図2 補助金希望のアンケー卜項目

80.5% 

図3補助金選択比率

設住宅入居する場合と仮設住宅に相当する補助金を受け

て住宅を調達する場合を比較して，いずれを選択するか

を尋ねた この項目を以下「補助金希望」と記す．結果は，

図 3に示すように，約 80%の人が補助金を受けて住宅

を調達する方を選んだ．このことは，被災者が早期に恒

久住宅再建を行える環境を整備すれば，仮設住宅の需要

が軽減される可能性を示唆している．

－恒久住宅再建希望

図 4に示すように，仮設住宅等への入居後の恒久的な

住宅再建の希望について尋ねた．この項目を以下「恒久

住宅再建希望Jと記す．結果は，図 5に示すように，殆

どの回答者が現在地で住宅を再建すると答えている．

013 建物が全壊または全焼して仮設住宅等に入居しても，2年

以内に恒久住宅を調達する必要がありますこの場合の方

針を伺います．

1.I司じ敷地で一戸建て住宅を再建する

2別の土地でマンションを購入する

3男ljの土地で一戸建住宅を新築または購入する

4当分借家住まいをする 5その他

図4 恒久住宅再建希望のアンケート項目

73.7% 

図 5 恒久住宅再建希望の内訳



(2）残差の分析

アンケートに設けた仮設住宅以外の住宅再建希望を，属

性との関係の分析により説明する．分析は， 「各属性のカ

テゴリ間で希望の傾向が同じである」という帰無仮説をた

てて， χ2検定を行い有意確率を求め，各属性のカテゴリ

問で仮設住宅希望の傾向に違いがあるという結論が得られ

たものに対して，各属性カテゴリにどのような特徴がある

のかを把握する為に，残差の分析を行ったは）．表 lは，χ

2検定で有意水準を 0.05としてl帰無仮設が棄却されたもの

を網掛けにしたものである．残差の分析結果は，表 2,3, 
4にまとめた．

．避難先

表 2より， f自宅敷地内でのテント暮らしjを選択したの

は，「地震を心配していない」世帯が多く，「建齢 ID年以

下Jの世帯は少ない.r避難所Jを選択したのは，「世帯人数

5人以上J「建齢 10年以下Jの世帯が多く，「世帯人数 l人J

「地震を心配していないJ世帯は少ない 「被災地外で賃貸

住宅Jを選択したのは，「建齢 41年以上Jの世帯で多い，と

言える．

・補助金希望

表 3より，「仮設住宅jを選択したのは，「世帯主無職J

「世帯主 70歳以上Jなどの世帯が多く，「世帯主49歳以下」

表 1 仮設住宅以外の希望と属性のχ2検定結果

漸近有意確率（両側）
避難 補助金 恒久住宅

世帯 職業 0.183 ・・・・O:o35 ・川.＂＂. 0.493 

年齢 0.500 咋；0:019議日よo,oま6＞.・言宗

世帯人数 渋念。脂綿 0.535 0.554 

住宅 住宅形式 0.123 0.541 . o:ooo内；

居住面積 0.322 0.966 0.070 

構造 0.260 0.653 ·: 0:01 •a 総

施工方法 0.415 0.220 0.079 

建齢 日議o;o創設... 0.869 0.718 

災害意識 建替希望 0.082 0.748 0.261 

地震J心配 議o:oort!Hi 0.271 0.258 

耐震診断 0.213 0.651 山ご（M金李総：t
地震対策 0.386 >・・・・0.04空白川 0.552 

自己資金 0.119 0.841 0.107 

表2残差分析結果（避難先と属性）

希望

自宅敷地内て守ント

避難所

親戚・友人宅

， 調整済み残差
属性 I 

I 2.0以上のカテゴリ 1-2.0以下の力子ゴリ
建齢 I - I !.Q.年以下

地震心配 I 心配していない ｜ ー

．．．．党芳人数....1.”.... 9.A以よ…......l……….12' ...“ 
島町........L.. ..... ~.Q.笠~！.主........l .............ご7…・．

地震心配 I - I 心配していない

福支雇瓦モ言責在主I一一逗齢 41年以上

表 3 残差分析結果（補助金希望と属性）

希望 震性
調整済み残差

仮設住宅

2.0以上の力子ゴリ l-2.0以下のカテゴリ
虫管主勝美.....!.. .........無捜し..........! .............二
｜堂？費J主祭齢….r.... .：？.~議］よ…....I.“H・ •••"i.~怠主主... ::::1 
l地震対策 I 火災対策 I -

補助金
世帯主勝義 l.. - I... 祭.~聖
貨預．主．空J齢...］…・・...:4~議言主......::i: ....... :?!i歳以J.::...... . 
l地震対策 ｜ ー I 火災対策

表 4 残差分析結果（恒久住宅再建希望と属性）

I I 調整済み残差
希望 I 属性 I 

I I 2.0以上のカテゴリ 1-2.0以下のカテゴリ
l情造 I 木造 ｜鉄筋コンクリート造

問じ土地で住宅再建｜在需主需酔…I・M・・：：：？.9j語以王…...・I・－・・・：3$：議主モ…
住宅形弐 i・・・T一 戸建 ｜ 賃貸

i揮.i章一・……...1.鉄筋ヨ22'.rτ：k違.1..........木造．
別の土地で住宅再建｜耐震診断… .L 予定有 ｜ 予定なし

l益逗形式 T 賃蛍 I 戸建
借家住まい l住宅形式 I 賃貸 I 戸建

の世帯は少ない. r補助金」を選択したのは，「世帯主 49歳

以下Jの世帯が多く，「世帯主無職Jr世帯主 70歳以上Jなど

の世帯が少ない，と言える．

・恒久住宅再建希望

表 4より， I同じ土地で住宅再建Jを選択したのは，「木

造Jr戸建Jr世帯主 70歳以上Jの世帯が多く，「鉄筋コンク

リート造」「賃貸Jr世帯主 49歳以下」の世帯が少ない．「別

の土地で住宅再建」を選択したのは，「鉄筋コンクリート

造」「賃貸」「耐震診断予定ありjの世帯が多く， f木造j「戸

建J「耐震診断予定なしJの世帯が少ない．［借家住まいjを

選択したのは，「賃貸J世帯が多く，「戸建J世帯は少ない，

と言える

5.仮設住宅希望の類型化と分析

(1）設問内容と集計結果

仮設住宅希望の内容を検討するために，図 6に示すよう

に供給時期と立地条件を仮定して希望を聞いた

結果を各時期・立地条件別に集計したのが図 7である．

地震後 1ヶ月に仮設住宅の募集があるとを仮定した場合に

は，約 8割の人が仮設住宅入居を希望すると答えているが，

希望者の大部分が自宅から lkm以内なら入居したいと考え

ており， 5km以内，！Okm以内でも入居を希望する人は少な

い．しかし， 3ヶ月後に入居と仮定した場合，希望者は減

少し，6ヵ月後の希望者は約 7割になる．立地条件では，

l回以内に対する希望は2割程度減少し，遠隔地の仮設住

宅に対する入居希望が高くなる
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011.地震発生から 1～6ヶ月の間に応急仮設住宅が建設され

て入居の募集があった場合，募集の時期と立地場所見I］に

入居希望の有無を答えてください

[a］震災後1ヶ月の時点、で入居の募集があった時

1現自宅から 10kmの場所でも希望する

2現自宅から Skmの場所でも希望する

3現自宅から 1kmの場所なら希望する

4場所にかかわらず希望しない

[b]1ヶ月後に入居ができず，震災後 3ヶ月の時点で入居の募

集があった時

選択肢は［a］と同様

[c]3ヶ月後にも入居できず，震災後 6ヶ月の時点で入居の募

集があった時

選択肢は［a］と同様

図6 仮設住宅希望のアンケート項目

100 

自宅から1偽mなら希望

B() 白、ー司、ーー
盟国国眠司、ーー‘・ー
自宅から5kmなら特製

60 
自宅から 1kmなら希望

40 ．．．． 
場所に関わらず希望しなじ

20 -l 川

弘 0・1 ・・Ea災後 麓災後 食災後
1ヶ月の持点 3ヶ月の時点 6ヶRの持点

図7 募集時期と立地条件別の仮設住宅希望の割合



以上より，仮設住宅供給が早ければ住民はI現住宅近傍

の立地Jを希望し， 時間の経過とともに，「現住宅近傍の立

地」を希望する人が減少し，「現住宅から遠隔な立地Jでも

希望する人と希望しない人が増えていくという仮設住宅希

望の構造が示された

(2）仮設住宅希望の類型化

仮設住宅の希望について，各回答者の回答パターンと属

性，他の住宅再建希望から分析する為に， [a]. [b], [cl 

（図 5参照）各時期ごとに 4通りで計 64通りある各個人

の回答結果を，データの特徴から表 5に示すよう 8つの型

に分類した．「10-10-lOJ型は最も移動を許容するタイプ，

fN-N-NJ型・「トトlJ型は最も移動を好まないタイプと言え

る．表 5に示す分類後の集計結果より， 「1-5-1」 「5-

1-5」の 2分類は，データが極端に少ないので，以後の分

析からは除外した．

表 5 仮設住宅希望の類型化

野1'l データ 度数 % データの特徴形の数

10-10-10 27 9 2 
時期l」関係なく、現住モかり10
k m冨内ならば希望する

5-5-5 18 6. 1 
時期人関係なく、現住宅から5km
圏内ならば希望する

1-1-1 78 26. 6 
時期に関係なく、現住宅からlkm
圏内ならば希望する
時五月の経過とともに立地条件が

10-5-1 (N) 16 35 119 厳しくなる・または希望をあき
らめる
時期の経過とともl、立地条件が

(NJ 1-5-10 16 51 17. 4 緩くなる・または希望するよう
になる

N-N-N 46 15. 7 
時期、立地条件l」関係なく、希
望しない

1-5-1 9 6 2. 0 
3ヵ月後まで条件緩和、以後条件
が厳しくなる

5-1-5 。 。。 3ヵ月後まで条件が厳しくな
る、以後条件緩和する

合計 64 255 100 0 
欠損値 38 
合計 293 

※型における数字はE闘世嗣を示す．但しNは希望しないことを示す

※数字は左から lヵ月後， 3ヵ月後， 6ヵ月後の値を示す

※「10-5-1(N} J型，「例｝ 1-5-lOJ型，「1-5-lJ型，「5-l-5Jは複数種の型

を代表した型名であるため実際の距織とは異なる．

例： 「10-5-1(N} J裂は，「1010-5J fJ0-10-lJ f!0-10-NJ「J0-5-5Jr10-

5-lJ「10-5-NJ「10-1-IJ「101-NJ「10-N-NJf5-5-1J「5s NJ rs-N-

NJ「5-1-lJ f5-l-NJ rs N NJ「1-N-NJの16型の代表型である

(3）類型化した仮設住宅希望と属性との関係

前節で類型化した仮設住宅希望のそれぞれの型を，アン

ケートの他の項目との関係から分析することにより説明を

試みる．本節では，それぞれの型と回答者属性の関係を，

次節では，それぞれの型と住宅再建希望の関係を分析する

分析の手法は4. と同様であり， χ2検定結果を表 6にま

とめた．

仮設住宅希望の傾向に違いがある属性は，世帯主年齢，

建齢，再建時の自己資金比率であった．表 7より， fN-N-

NJ型を選択したのは，「世帯主年齢jが「70歳以上」の世帯が

多く，「49歳まで」の世帯が少ない表 8より，f(N) 1-5-

10」型を選択したのは， I建齢Jが「21～30年Jの世帯で少な

い．「N-N-NJ型を選択したのは，「建齢」が「41年以上」の世

帯で多く，「10年以下Jの世帯で少ない．表 9より，「5-5-
5」型を選択したのは，「再建時の自己資金割合」が「O～
33%」の世帯が多い．「1-1-lJ型を選択したのは，［再建時

の自己資金割合Jが「34～66%」の世帯に多い.fN-N-NJ型は，

「再建時の自己資金割合jがf67～100%Jの世帯が多い．
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表 6 仮設住宅希望と属性のχ2検定結果
漸近有意確率（両側｜）

世帯 0.123 
巳去、忠告九品0;04£）、7…：仲F.•. 

0.243 
住宅 0.277 

0.224 
0.088 
0.589 

災害意識 0.526 
0.321 
0.094 
0.570 

内戦：〈：ゴ＼.0:002＇＂抗告草ぷ添

表 7 残差分析結果（仮設住宅希望と世帯主年齢）
主主骨守 ヰ百官 合計

49歳まで 50～59歳60～69歳70歳以上
10-10-10度数 7 3 12 5 27 

調整済み残差 1.0 -1 5 1.5 -1.0 
5-5-5 度数 5 6 2 4 17 

仮 調整済み残差 11 1 3 ー1.8 -0.3 
設 1-1 1 度数 12 17 27 21 77 
住 調整済み残差 -0.9 -0.2 0.8 02 
宅10-5-l(N）度数 10 11 8 6 35 
希 調整済み残差 1.6 1.3 ー1.2 ー13 
望（N)1-5-10度数 10 12 19 10 51 

調整済み残差 0.1 0.1 1.0 ー12 
N-N-N 度数

〈括主ヲ4、n:: ... 
9 12 九レ~2,1ミ持J

46 
調整済み残差 -0.6 -0 9 

台E 度数 48 58 80 67 253 

表 8 残差分析結果（仮設住宅希望と建齢）
建齢 合計

10年以下 11～20年21～30年31～40年41年以上
10-10-10 度数 7 8 5 2 1 23 

調整済み残差 0.8 11 -0.3 -0.8 ー12 
5-5-5 度数 3 5 3 3 2 16 

仮 調整済み残差 -0.5 0.5 -0.5 0.5 。。
設 1-1-1 度数 21 14 15 13 4 67 
住 調整；斉み残差 1.8 ー11 -04 1.5 -1.9 
宅10-5-l(N）度数 11 9 5 4 30 
希 調整済み残差 1.8 0.6 ー10 ー18 0.2 
望（N)1-5-10度数 6 11 5 3 40 

調整済み残差 ー14 0.3 ～ぐおま？ -0.3 ー10
N-N-N 度数

v蕊主予言4 
9 10 7 43 

調整済み残差 -0.8 -02 0.4 
合計 度数 52 56 53 31 27 219 

表 9 残差分析結果（仮設住宅希望と再建自己資金割合）
合計

0-33% 34～66% 67～100% 
10-10-10 度数 15 4 5 24 

調整済み残差 1.9 -1 9 -o 1 
5-5-5 度数 11 3 2 16 

仮 調整済み残差 1.3 -0 9 
設 1-11 度数 26 33 15 74 
住 調整済み残差 -1 8 -04 
宅10-5-l(N）度数 20 10 4 34 
希 調整済み残差 1.9 -0.6 ー1.5
望（N)l-5-10度数 24 12 11 47 

調整済み残差 1.1 ー1.4 0.3 
N-N-N 度数 8 19 15 42 

調整済み残差

合計 度数 104 81 52 I 237 

(4）類型化した仮設住宅希望と他の住宅再建希望の関係

前節と同様の方法で，仮設住宅希望と他の再建希望の関

係について分析を行った

表 10に示すように，他の 3つの住宅再建希望のカテゴ

リ間で仮設住宅希望の傾向に違いがあるという結果がでた．

表 11より， f(N) 1-5-10」型を選択した世帯の「避難先Jは「避

難所Jが多い.fN N N」型を選択した世帯の「避難先Jは 「自

宅敷地内でテント等」が多い 表 12より，「105 l (N) J型

を選択した世帯は，仮設住宅よ りも補助金を選択するもの

が多く，「N-N-NJ型を選択した世帯も同様である．表 13よ

り，r1010-lOJとfJ0-5-1 (N）」型を選択した世帯の「恒久住

宅再建希望Jは「借家住まい」が多い，と言える．



表 10

住宅再建希望

表 11 残差分析結果（仮設住宅希望と避難先）
遊佐先 合計

自宅敷地内
避難所 親戚・友人

被災地域外
で子ント等 で賃貸住宅

10-10 10 度数 13 8 2 24 
調整済み残差 -1 7 0.3 1.7 -0 7 

5-5-5 度数 11 1 2 15 
仮 調整済み残差 ー11 1.7 -1 4 。。
設トト1 度数 7 38 17 8 70 
住 調整，苦み残差 1.7 07 1.0 -0.5 
宅 10-5-l(N）度数 3 15 8 7 33 
希 調整済み残差 -1.2 -0 8 0.6 1 4 
望（N)l-5-10 度数 9 34 4 3 50 

調整；斉み残差 0.5 -1 6 
N-N-N 度数 17 8 9 9 43 

調整；苦み残差 0.1 1.6 
合計 度数 38 119 47 31 235 

表 12 残差分析結果 （仮設住宅希望と補助金希望）
補助 閉す星 合計

仮設住宅 補助脅

10 10 10 度数 6 21 27 
調整済み残差 0.4 -04 

5-5-5 度数 6 12 18 

仮 調整済み残差 1.6 1.6 
設 1-1-1 度数 20 56 76 
住 調整済み残差 1.9 -1 9 

宅 10-5-l(N)度数 2 33 35 
希 調整済み残差

望（N)l-5-10 度数 11 40 51 
調整済み残差 0.5 -0.5 

N-N-N 度数 2 37 39 
調整済み残差

合計 度数 47 199 246 

表 13 残差分析結果 （仮設住宅希望と恒久住宅再建希望）
!!!! A王毛再建 ~ 合計

同じ土地で 別の土地で
借家住まい

住宅再建 住宅再建
10-10-10 度数 14 2 8 24 

調整済み残差 ー1.8 -0.6 

5 5-5 度数 14 2 1 17 

仮 調整済み残差 0.9 。。 -1 1 

設ト11 度数 59 5 9 73 
住 調整済み残差 1.7 -1.6 0.7 
宅 10-5-l(N）度数 18 7 9 34 
希 調聾済み残差 1.7 
望（N）ト5-10 度数 39 7 4 50 

調整済み残差 08 0.6 -1 5 
N-N-N 度数 31 5 4 40 

調整済み残差 0.6 0.2 0.9 

合計 度数 175 28 35 238 

6.災害後の仮設住宅希望の決定要因について

前章の分析より，仮設住宅希望と調査項目の聞には少な

からぬ関係があり，希望に影響を与える共通の要因がある

ことが推察される．そこで，共通の要因を考察する為に最

適尺度法の等質性分析（数量化E類）を行い，結果を図 8
とした．対象とした調査項目と回答のカテゴリは，表 14
にまとめた．図 8の各ポイントは，災害後の住宅再建希望

に関するものを「口」（仮設住宅希望は「圃」），属性などその

他の調査項目は，第 l軸（縦軸）を説明していると思われる

ものをIマJ，第 2軸（横軸）を説明していると思われるもの

をら」，双方を説明していると思われるものを「＋J，それ

以外を「×」としてある．

図 8第 l軸は， f世帯人数」，「建替希望J, r地震心配Jに

より説明され，最も回答の信頼性が高いと判断できる項目

f世帯人数Jより説明する 第 i軸で数量化のポイントが高

いのは，単身居住層（比較的早いうちに住宅の建替えを希

望しており，地震を心配してない）と言える．第 l軸で数

量化のポイントが低いのは，多人数世帯（短 ・中期的には

住宅の建替えを考えていないが，地震を心配している）と

言える．図 8第 2軸は，「世帯主年齢J，「建齢J, r再建時

の自己資金割合」により説明され，最も回答の信頼性が高

いと判断できる項目「世帯主年齢」により説明する．第 2軸

で数量化のポイントが高いのは，高齢者層（古い住宅に住

み経済的にゆとりのある）と言える．第 2軸で数量化のポ

イントが低いのは，若年層（比較的新しい住宅に住み経済

的ゆとりのあまりない）と言える．

図 8より，類型化した仮設住宅希望の型に次に記す特徴

を見出すことができた．①fNN-NJ型を選択したのは，単

身居住で世帯主が高齢の世帯が多い．② f5-5-5J型を選択

したのは，世帯人数が多く世帯主が若い世帯が多い．③

r 10-5-1 (N) J型を選択したのは，世帯人数が少なく世帯主

が若い世帯が多い．④「（N)1-5-10」型を選択したのは，世

帯人数が多い世帯が多い．⑤「10-10-10」型，「トトlJ型には，
有意な特徴は見出せず，第 1・2軸で説明されるあらゆる

層の世帯が選択する傾向にある．

特徴③，④（時期条件により立地条件希望が変動する 2
タイプ）で，「10-5-1(N) J型は世帯人数の少ない世帯，

r （問 1-5!OJ型は世帯人数の多い世帯，により選択される

傾向があるが，「I0-5-1 (N) J型が時間の経過とともに立地

条件が厳しくなるという回答であるのに対して， r(Nl 1-5-
10」型は時間の経過とともに立地条件が緩和するという回

答であり，世帯人数が多い世帯に仮設住宅の必要性が高い

ことが推測されるさらに，特徴⑤より，実際の災害後に

は避難所に長期滞在したり恒久住宅の再建が遅れるタイプ

ではないかと推測される「ト1-IJ型（全体の 3割弱を占める

タイプ）が，世帯人数と世帯主年齢で眺めるとあらゆる層

で選択されている，と言える

7. まとめ

本研究では，アンケート調査から応急仮設住宅の希望が

時期・立地条件により変動することを示した．応急仮設住

宅希望は，はじめ現住宅近傍に集中するが，時間の経過と

ともに減少していき，現住宅から遠隔地でも希望する割合

と希望しない割合が増加していく，という形で変動した．

そして，統計的解析に基づき， 6タイプに類型化した応

急仮設住宅希望と諸条件との関係を分析した 結果， a
世帯人数が少なく世帯主が高齢の世帯は仮設住宅を希望し

ない傾向があること， b世帯人数が多い世帯に仮設住宅の

必要性が高いこと， c.r被災後，避難所に長期滞在したり

恒久住宅の再建が遅れると推測される希望タイプpjがあら

ゆる世帯で選択されていることを示した．

最後に本研究からの考察を以下に記す．応急仮設住宅は

現行制度下で約 30mが基準とされているが， aと b.より，

応急仮設住宅を必要としているのは「世帯人数の少ない高

齢層」よりも「世帯人数の多い若年層Jであり，多人数世

帯への対応をさらに強化することとが望まれると考えられ

る それには，被災後迅速に仮設住宅希望の立地 ・時期 ・

質（部屋数・設備等）などの条件の希望を把握して，最適な

供給を計画するシステムをつくることが望まれる．その際

には，本論文では触れていないが，復興都市計画事業が被

災者の住宅再建行動に与える影響も勘案する必要があると

考えられる．また， c.より， I仮設住宅を嫌うが住宅再建

が困難と推測される世帯jは，一様な属性ではなく，あら

ゆる世帯層に存在しており，それらの世帯に対応するため

に，仮設住宅供給以外の多様な住宅支援策を準備しておく

ことが望まれると考えられる
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図8 等質性分析（数量化｜｜｜類）結果

第 2軸

表 14 等質性分析（数量化｜｜｜類）に用いたカテゴリカルデータ一覧

ロ 恒久住宅再建意向

ロ 補助金希望． 仮設住宅希望

ロ 避灘先

l> 再建時の自己資金割合

× 地震対策

× 耐震診断

マ 地震心配

マ 建普希望

l> 建齢

＋ 居住菌積

" 世帯人数

l> 世帯主年齢

× 世帯主総業

1.5 
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補注

(1) アンケート調査の具体的な内容，詳細な集計結果は，佐藤，原

野，塚越「藤沢市辻堂地区における大震災後の住宅再建可能性に関

する調査J(2003年度日本建築学会大会学術講演梗概集 pp.1317-

1320）に報告されている

(2）分割表における残差とは，実視lj度数と期待度数の差のことで

あり，残差の大きいところが特徴的な点として抽出できる．標準

化残差，分散，調整済み残差を計算し，調整済み残差は，平均 o.
標準偏差 lの正規分布に近似的にしたがう．この性質から， 2以

上のものを特徴的な箇所とみなすことができる．表 2～4では調

整済み残差が 2以上（もしくは－2以下）のものをピックアップし

た．表 7～9，表 li～13では調整済み残差が 2以上（もしくは－2
以下）のものを網掛けした．
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